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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（１）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は各中間（期末）時点の正社員のみの数であり、（外書）は臨時従業員の平均人数であります。 

３ 第７期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については中間純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成15年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ３月31日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

売上高（千円） 760,488 1,371,153 8,782,320 1,252,541 5,756,460 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△234,219 200,323 538,144 △462,022 671,655 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△） 

（千円） 

△359,978 246,466 350,692 95,333 599,516 

純資産額（千円） 1,334,845 1,525,354 13,315,419 1,209,774 7,355,170 

総資産額（千円） 1,585,709 3,090,515 19,303,839 1,290,369 8,812,837 

１株当たり純資産額（円） 95,359.75 48,021.49 107,788.41 86,424.83 79,557.56 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は１株当たり中間

（当期）純損失金額（△）

（円） 

△25,716.41 8,383.51 3,399.47 6,810.52 8,901.11 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ 7,721.15 3,355.24 － 6,381.09 

自己資本比率（％） 84.2 49.4 69.0 93.8 83.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△55,169 △223,825 △508,481 △489,947 △1,897,716 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
91,840 △71,218 △3,874,646 930,785 708,371 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 1,024,000 5,776,992 － 4,346,608 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
641,989 1,520,679 5,388,352 791,723 3,948,986 

従業員数（名） 
17 

(5) 

31 

(2) 

156 

(704) 

19 

(－) 

112 

(976) 



（２）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は各中間（期末）時点の正社員のみの数であり、（外書）は臨時従業員の平均人数であります。 

２【事業の内容】 

１．企業グループの状況 

(1）企業グループ等の概況 

 当社グループは、株式会社アイ・シー・エフおよび関係会社18社（株式会社ゼルス、株式会社プライムスタイル、

株式会社大阪第一企画、株式会社ディー・アンド・オービット、株式会社サイバーゲート、株式会社ワン・ウィン

グ、株式会社ドリーム・ヴィジョン・ワークス、株式会社ヴァリアス、株式会社濱商、株式会社ウェルコム、株式会

社バリタス、株式会社エイチ・エヌ・ティー、株式会社出晄エンタープライズ、エムトゥエックス株式会社、株式会

社i-cfファイナンス、i-cf International Ltd.、Signal Media and Communications Holdings Limited、株式会社

BBMC）で構成されております。 

 顧客企業のニーズに対応した広告フォーマットの多様化や、ライフメディアを軸とした独自の広告手法・媒体の開

発を重点的に推進するほか、金融手法を事業横断的に活用し、広告にファイナンス要素を取り入れた新しいビジネス

モデルの確立を図ってまいります。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成15年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ３月31日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

売上高（千円） 382,276 1,197,301 1,658,375 713,616 2,773,802 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△63,738 204,376 154,638 △222,313 320,029 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△） 

（千円） 

△409,219 251,031 154,944 52,415 417,200 

資本金（千円） 1,224,400 1,236,400 5,735,875 1,224,400 3,448,398 

発行済株式総数（株） 14,000 31,768 123,560.29 14,000 92,470.07 

純資産額（千円） 747,868 1,529,648 12,138,125 1,209,504 7,174,935 

総資産額（千円） 812,267 2,907,191 14,389,632 1,290,098 7,686,461 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 92.1 52.6 84.4 93.8 93.3 

従業員数（名） 
5 

(3) 

25 

(2) 

64 

(5) 

19 

(－) 

39 

(8) 



当社グループの事業に関わる位置付けは以下のとおりであります。 

会社名   事業内容  

株式会社アイ・シー・エフ 

  
 
各種広告・セールスプロモーションおよびコンテンツ

の企画・制作 

 1.広告ＳＰ事業（10社）     

株式会社ゼルス  服飾繊維製品の企画・製造・販売 

株式会社プライムスタイル  不動産広告の企画・制作およびプロモーション 

株式会社大阪第一企画  広告制作 

株式会社ディー・アンド・オービット  プロモーション企画・制作 

株式会社サイバーゲート 

  
 
格安航空券のインターネット販売、代理店への航空券

卸売および金券買取  

株式会社ワン・ウィング 

  
 
ＤＶＤ商品の制作、販売、流通（中古流通・ 

レンタル流通）事業、リサイクル商品の流通事業 

株式会社ドリーム・ヴィジョン・ワークス    

  
 
インターネットコンテンツ、映画、ドラマ、 

テレビ番組の企画制作 

株式会社バリタス     モバイル広告の企画・制作  

Signal Media and Communications Holdings Limited

（香港メインボード、証券コード2362） 

  

 

農薬製造販売（別途、新規事業として広告事業を 

手掛ける予定）を行う香港の上場企業 

※グループ持株比率51.0% 

(持分法適用関連会社)    

株式会社ＢＢＭＣ  ＰＣ、携帯電話向けのポータルサービス  

    

2.コールセンター事業（3社）     

株式会社ヴァリアス    

  
 
モバイル関連事業および映像コンテンツ企画制作、 

ソフトウェア開発販売 

株式会社濱商  アウトバウンドコールセンター事業 

株式会社ウェルコム  インバウンドコールセンター事業  

    

3.駐車場事業（3社）   

株式会社エイチ・エヌ・ティー  駐車場運営管理及び付属機械製造販売 

株式会社出晄エンタープライズ  駐車場関連機器製造販売 

エムトゥエックス株式会社  IＰ電話システム開発 

    

4.ファイナンス事業（2社)    

株式会社i-cfファイナンス  

i-cf International Ltd. 

 

  

投資・金融関連サービス 

投資・金融関連サービス(海外) 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、異動のあった重要な関係会社は次のとおりであります。 

(1)新規 

（注）１．議決権所有割合の( )内は、間接所有割合であります。 

(2)除外 

当中間連結会計期間において連結子会社であった株式会社オーダーボックス・ドットコムは当社が所有する株式

をすべて売却したため、子会社ではなくなりました。 

名称 住所 
資本金
（千円） 

主要な事業の内容

議決権の所
有割合 
又は被所有
割合 
(％) 

関係内容

（連結子会社）  

i-cf International Ltd  
香港 － 

アジア地域におけ

る投資・金融サー

ビス 

100.0 役員の兼任2名  

  

株式会社バリタス 

  

東京都新宿区  10,000 モバイル広告の企

画・制作 

100.0 業務委託契約 

株式会社エイチ・エヌ・テ

ィー  
大阪市北区  96,500 

駐車場運営管理及

び付属機械製造販

売 

100.0 
業務委託契約 

資金援助あり 

株式会社ゼルス  東京都目黒区  10,000 服飾繊維製品の企

画・製造・販売  

100.0  － 

株式会社プライムスタイ

ル  
東京都中央区  10,000 

不動産広告の企

画・制作およびプ

ロモーション  

100.0 

役員の兼任2名  

業務委託契約 

賃貸借契約  

株式会社サイバーゲート  東京都港区 40,000 格安航空券のイン

タ－ネット販売等 

100.0  － 

株式会社出晄エンタープラ

イズ 
大阪市中央区  1,060,000 駐車場関連機器製

造販売 

60.0 役員の兼任3名   

エムトゥエックス株式会

社  

東京都千代田

区 
152,960 IＰ電話システム

開発  

(100.0) －  

Signal Media and Communi 

cations Holdings Limited 

ケイマン諸島

（香港） 
－ 

農薬製造販売（今

後は広告事業を主

として事業転換を

図る予定）を行う

香港の上場企業 

(51.0)  －  



４【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が前期末より44名増加しているのは、Ｍ＆Ａにより子会社が増加したためであります。 

（２）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．従業員数が前期末より25名増加しているのは、営業の拡大にあたって積極的に新規採用を行ったためであり

ます。 

  

（３）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

広告ＳＰ事業 51 (3)  

コールセンター事業 69 (683) 

駐車場事業  18 (18) 

ファイナンス事業  2       

全社（共通） 16       

合計 156 (704) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 64 (5) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間（平成17年4月1日～平成17年9月30日）において、当社グループの主たる事業である広告・

販売促進分野におきましては、インターネット販売の寄与により通信販売市場規模が昨年3兆円を突破したことが

報告されたほか、インターネット広告費が昨年初めてラジオに追い抜いたのにつづき、2007年には雑誌を抜いて

テレビ、新聞に次ぐ第3の広告媒体となるとの予測が出されるなど、消費者の情報取得手段や購買行動に著しい変

化がみられました。 

 このような状況のもと、当社グループは急増するインターネット広告需要を積極的に取り込み、変化する消費

者の購買行動スタイルに対応するとともに、従来のメディアにかわる新たな生活者起点型の媒体を”ライフメデ

ィア”と命名し、その開発・育成に着手いたしました。こうした分野の強化を図るため積極的な企業買収を行

い、アパレルを広告媒体として広告事業を展開する株式会社ゼルス、モバイル広告事業の株式会社バリタス、イ

ンターネットでの格安航空券販売・金券買取を手掛ける株式会社サイバーゲートや、不動産分野の販売促進を得

意とする株式会社プライムスタイルを完全子会社化いたしました。また、アジアにおける広告事業展開の拠点と

して活用すべく香港上場企業株式の過半数を取得致しました 

 この他にも、ファイナンス手法を活用したグループ事業資産の収益化を鑑み、時間貸し駐車場運営を手掛ける

株式会社エイチ・エヌ・ティーを獲得いたしました。 

 その結果、当中間連結会計期間の連結業績は、売上高8,782,320千円(前年同期比540.5%の増加)、営業利益

534,111千円(同171.1%の増加)、経常利益538,144千円(同168.6%の増加)、中間純利益350,692千円（同42.3%の増

加）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては全連結中

間連結会計期間を変更後の区分に組み替えて行っております。 

（事業セグメント別業績） 

 ●広告ＳＰ事業 

  各種広告・販促、コンテンツビジネス、Ｅコマースをてがける10社で構成されております。ネット広告の受注

に努める一方、Ｍ＆Ａを積極的に推進し、株式会社ゼルス、株式会社サイバーゲートなど独自の強みを有する企

業4社を獲得いたしました。この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高4,594,232千円(前年同期比235.1%の

増加)となりましたが、ＤＶＤ流通事業を含むコンテンツ分野において、売上げが当初計画を下回ったこと並びに

資産償却負担がかさんだことなどから、営業利益266,455千円(同59.4%の減少)となりました。 

 ●コールセンター事業 

  アウトバウンド及びインバウンドのコールセンター事業等を行う3社（株式会社ウェルコム他2社）で構成され

ています。当該事業におきましては、人材教育の強化によるサービスレベルの向上と、顧客基盤の拡大に努めた

結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高2,712,952千円(平成16年10月より事業を開始したため前年同期比は

ございません)、営業利益260,505千円（同左)となりました。 

 ●駐車場事業 

  コイン駐車場運営及び関連機器販売を行う株式会社エイチ・エヌ・ティーを中核とした3社で構成されていま

す。当該事業におきましては、解約率が低い小規模物件を重点的に手掛けたほか、ＦＣ展開に注力いたしまし

た。その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,200,765千円(平成17年6月より事業を開始したため前年同

期比はございません)、営業利益124,508千円(同左)となりました。 

 ●ファイナンス事業 

  株式会社i-cfファイナンス及びi-cf international Ltd.の2社で構成されています。Ｍ&Ａ支援サービス、第3

者割当増資の引受けや、投資業務を積極的に推進いたしました。その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上

高274,370千円（平成17年3月より営業を開始したため前年同期比がございません)、営業利益240,540千円（同

左）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動によるキャッシュ・フローに

おいて売上債権の増加等により508,481千円の減少となり、また投資活動によるキャッシュ・フローにおいて投資

事業組合への出資等により3,874,646千円の減少となりましたが、財務活動によるキャッシュ・フローにおいて転

換社債型新株予約権付社債の発行等により5,776,992千円増加したため、当中間連結会計期間の資金の増加額は

1,439,365千円となり、当中間連結会計期間末には5,388,352千円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 



 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果減少した資金は、508,481千円（前年同期比127.2%の増加）であります。 

  これは主に、売上債権の増加、費用の一括前払い等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果減少した資金は、3,874,646千円（前年同期比5,340.5%の増加）であります。 

  これは主に、投資事業組合への出資、保証金の差入れ等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果増加した資金は、5,776,992千円（前年同期比464.2%の増加）であります。 

  これは主に、転換社債型新株予約権付社債の発行等によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの区分を変更したため、前年同期比較にあたっては前中間連結会

計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

（１）生産実績及び受注実績 

 当社グループは、広範囲かつ多種多様にわたるサービスの提供を事業としております。事業の種類別セグメント

ごとの生産及び受注実績については、サービスの内容、構造、形式等が必ずしも一様でないため、その金額あるい

は数量を記載しておりません。 

（２）販売実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記売上高には、連結手続上消去した内部売上高の金額は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

Ⅰ 広告・ＳＰ事業 4,594,232 335.1 

Ⅱ コールセンター事業 2,712,952 － 

Ⅲ 駐車場事業 1,200,765 － 

Ⅳ ファイナンス事業 274,370 － 

 合計 8,782,320 540.5 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＢＢコール株式会社 － － 1,299,256 14.8 

株式会社ニッシン 2,263 0.2 － － 

株式会社ラスカル 256,819 18.7 30,624 0.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

（株式交換） 

 当社と株式会社バリタスは、事業の拡大と強化を図ることを目的として、平成17年２月18日に株式交換契約を締結

し、同日開催の当社取締役会及び平成17年２月28日開催の株式会社バリタス株主総会において承認されました。 

 （１）株式交換の内容 

    当社を完全親会社とし、株式会社バリタスを完全子会社とします。 

 （２）株式交換の日 

    平成17年４月４日 

 （３）交換比率 

    株式会社バリタスの普通株式１株につき当社の株式1.1815株の割合をもって割当交付します。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (3)発行済株式総

数、資本金等の状況」、概要等については「第１企業の概況 ３．関係会社の状況 (1)新規」に記載のとおりであ

ります。 

（株式交換） 

 当社と株式会社エイチ・エヌ・ティーは、事業の拡大と強化を図ることを目的として、平成17年４月８日に株式交

換契約を締結し、同日開催の当社取締役会及び平成17年４月18日開催の株式会社エイチ・エヌ・ティー株主総会にお

いて承認されました。 

 （１）株式交換の内容 

    当社を完全親会社とし、株式会社エイチ・エヌ・ティーを完全子会社とします。 

 （２）株式交換の日 

    平成17年５月30日 

 （３）交換比率 

    株式会社エイチ・エヌ・ティーの普通株式１株につき当社の株式2.2798株の割合をもって割当交付します。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (3)発行済株式総

数、資本金等の状況」、概要等については「第１企業の概況 ３．関係会社の状況 (1)新規」に記載のとおりであ

ります。 

（株式交換） 

 当社と株式会社ゼルスは、事業の拡大と強化を図ることを目的として、平成17年６月９日に株式交換契約を締結

し、同日開催の当社取締役会及び平成17年６月20日開催の株式会社ゼルス株主総会において承認されました。 

 （１）株式交換の内容 

    当社を完全親会社とし、株式会社ゼルスを完全子会社とします。 

 （２）株式交換の日 

    平成17年７月26日 

 （３）交換比率 

    株式会社ゼルスの普通株式１株につき当社の株式14.82株の割合をもって割当交付します。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (3)発行済株式総

数、資本金等の状況」、概要等については「第１企業の概況 ３．関係会社の状況 (1)新規」に記載のとおりであ

ります。 



（株式交換） 

 当社と株式会社プライムスタイルは、事業の拡大と強化を図ることを目的として、平成17年６月13日に株式交換契

約を締結し、同日開催の当社取締役会及び平成17年６月22日開催の株式会社プライムスタイル株主総会において承認

されました。 

 （１）株式交換の内容 

    当社を完全親会社とし、株式会社プライムスタイルを完全子会社とします。 

 （２）株式交換の日 

    平成17年７月29日 

 （３）交換比率 

 株式会社プライムスタイルの普通株式１株につき当社の株式4.94株の割合をもって割当交付します。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (3)発行済株式総

数、資本金等の状況」、概要等については「第１企業の概況 ３．関係会社の状況 (1)新規」に記載のとおりであ

ります。 

（株式交換） 

 当社と株式会社サイバーゲートは、事業の拡大と強化を図ることを目的として、平成17年７月29日に株式交換契約

を締結し、同日開催の当社取締役会及び平成17年８月８日開催の株式会社サイバーゲート株主総会において承認され

ました。 

 （１）株式交換の内容 

    当社を完全親会社とし、株式会社サイバーゲートを完全子会社とします。 

 （２）株式交換の日 

    平成17年９月13日 

 （３）交換比率 

    株式会社サイバーゲートの普通株式１株につき当社の株式3.35株の割合をもって割当交付します。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (3)発行済株式総

数、資本金等の状況」、概要等については「第１企業の概況 ３．関係会社の状況 (1)新規」に記載のとおりであ

ります。 

（株式交換契約の締結） 

 当社と株式会社出晄エンタープライズは、事業の拡大と強化を図ることを目的として、平成17年８月25日に株式交

換契約を締結し、同日開催の当社取締役会及び平成17年９月５日開催の株式会社出晄エンタープライズ株主総会にお

いて承認されました。 

 （１）株式交換の内容 

    当社を完全親会社とし、株式会社出晄エンタープライズを完全子会社とします。 

 （２）株式交換の日 

    平成17年10月11日 

 （３）交換比率 

    株式会社出晄エンタープライズの普通株式１株につき当社の株式23.08株の割合をもって割当交付します。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数は「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (3)発行済株式総

数、資本金等の状況」、概要等については「第１企業の概況 ３．関係会社の状況 (1)新規」に記載のとおりであ

ります。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

  該当事項はありません。 

（２）重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成16年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行されたものは含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 350,000 

計 350,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 123,560.29 135,612.95 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 123,560.29 135,612.95 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

（新株予約権の内容は、次のとおりであります。） 

 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整により生じる

１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、時価を下回る価格で新株式の発行（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株

式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成16年４月６日） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 71（注）１ 70 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 284 280 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 206,558（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月１日～ 

平成21年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  206,558 

資本組入額 103,279 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても当社の取

締役、監査役、及び従業員、並び

に関係協力者及び関係協力法人で

あることを要する。なお、その他

の条件については、本総会決議及

び新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 時価 

 既発行株式数＋新規発行株式数 



 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整により生じる

１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、時価を下回る価格で新株式の発行（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株

式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成16年６月29日） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 158（注）１  130 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 632 520 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 414,544（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年１月１日～ 

平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  414,544 

資本組入額 207,272 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても当社の取

締役、監査役、及び従業員、並び

に関係協力者及び関係協力法人で

あることを要する。なお、その他

の条件については、本総会決議及

び新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 時価 

 既発行株式数＋新規発行株式数 



 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整により生じる

１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、時価を下回る価格で新株式の発行（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株

式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成17年１月28日） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 9,283（注）１ 9,283 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,283 9,283 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 380,869（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年２月１日～ 

平成26年12月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  380,869 

資本組入額 190,435 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても当社の取

締役、監査役、及び従業員、並び

に関係協力者及び関係協力法人で

あることを要する。なお、その他

の条件については、本総会決議及

び新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 時価 

 既発行株式数＋新規発行株式数 



（商法第341条ノ２の規定に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債の内容は、次のとおりであります。） 

 （注）１ 行使請求に係る本社債の発行価額の総額を下記（注）２記載の転換価額で除した数とする。但し、行使によ

り生じる１株の100分の１未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、１株の100分の１の整

数倍の端株が発生する場合、商法に定める端株の買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。

２ 本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて、当該本新株予約権の行使に際して払込をな

すべき額の全額の払込があったものとする。 

３ 当初364,000円とする。但し、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）まで

（同日を含まない。）の５連続取引日（但し、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下

「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な転換価額を１円以上上回る場合又は下回る場合に

は、転換価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、かかる修正後の転換価額が

546,000円（以下「上限転換価額」という。）を上回ることとなる場合には転換価額は上限転換価額とし、

かかる修正後の転換価額が182,000 円（以下「下限転換価額」という。）を下回ることとなる場合には転換

価額は下限転換価額とする。 

４ 転換価額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。 

５ 平成17年10月21日迄に、全て権利行使されております。 

取締役会の決議日（平成17年７月４日） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 1,500,000 － 

新株予約権の数（個） 15 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
本社債の発行価額と同額 

（注）２ 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月21日～ 

平成19年７月17日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  （注）３ 

資本組入額 （注）４ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
 各本新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 本社債の社債部分と新株予約権

のうち、一方のみを譲渡すること

はできないものとする。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１ ㈱バリタスとの株式交換により、新株式2,363株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載された株

主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式1.1815株の割合をもって割当交付いたしておりま

す。 

（注）２ ㈱エイチ・エヌ・ティーとの株式交換により、新株式4,400.01株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿

に記載された株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式2.2798株の割合をもって割当交付

いたしております。 

（注）３ ㈱ゼルスとの株式交換により、新株式2,964株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載された株主

に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式14.82株の割合をもって割当交付いたしております。

（注）４ ㈱プライムスタイルとの株式交換により、新株式988株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載さ

れた株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式4.94株の割合をもって割当交付いたしてお

ります。 

（注）５ ㈱サイバーゲートとの株式交換により、新株式2,680株を株式交換の日の前日の同社の最終株主名簿に記載さ

れた株主に対し、その所有する同社普通株式1株につき当社普通株式3.35株の割合をもって割当交付いたしてお

ります。 

（注）６ 新株予約権の行使 

     発行価格       206,558円 

     資本組入額      103,279円 

（注）７ 新株予約権の行使 

     発行価格       414,544円 

     資本組入額      207,272円 

（注）８ 転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

（注）９ 平成17年10月17日から平成17年10月21日までの間に、転換社債型新株予約権付社債の権利行使により、発行済

株式総数が7,320.66株、資本金が750,002千円、資本準備金が749,997千円増加しております。 

（注）10 平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の権利行使により、発行済株式総数が116

株、資本金が5,906千円、資本準備金が5,906千円増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月４日 

（注）１  
2,363 94,833.07 － 3,448,398 9,882 3,950,717 

 平成17年５月30日 

（注）２ 
4,400.01 99,233.08 － 3,448,398 100,034 4,050,751 

 平成17年７月26日 

（注）３  
2,964 102,197.08 － 3,448,398 64,618 4,115,369 

 平成17年７月29日 

（注）４  
988 103,185.08 － 3,448,398 22,943 4,138,313 

 平成17年９月13日 

（注）５ 
2,680 105,865.08 － 3,448,398 39,511 4,177,825 

 平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

（注）６ 

552 106,417.08 14,252 3,462,651 14,252 4,192,078 

 平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

（注）７ 

448 106,865.08 23,214 3,485,865 23,214 4,215,292 

 平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

（注）８ 

16,695.21 123,560.29 2,250,009 5,735,875 2,249,990 6,465,282 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 株式総数に対する所有割合は、小数点以下第２位を四捨五入しております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行

㈱ 
東京都港区浜松町２丁目11-3 8,327 6.74 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１丁目8-12 4,937 4.00 

日本トラスティ・サービス信託

銀行㈱ 
東京都中央区晴海１丁目8-11 4,321 3.50 

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目4-6 3,922 3.17 

ソフトバンク・インターネット

テクノロジー・ファンド２号 
東京都港区六本木１丁目6-1 2,828 2.29 

大石 崇徳 東京都港区赤坂６丁目19-23-405 2,479 2.01 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウンツ イー アイエスジ

ー 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

 LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
2,406 1.95 

田口 健次 
神奈川県横浜市青葉区美しが丘西３丁目5

4-16 
2,164 1.75 

三田証券㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目6-17 2,000 1.62 

カツミサトウホールディングス

リミテッド 

FLAT/RM 5B NANCHU MANSION 7-9 MING  

YUEN WEST ST NORTH POINT HK 
1,384 1.12 

計 － 34,768 28.14 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が581株（議決権581個）含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 27.35   － 

権利内容に何らか限定

のない当社における標

準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式   

     123,532.94   
123,532.94 同上 

端株 － － － 

発行済株式総数 123,560.29 － － 

総株主の議決権 － 123,532.94 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱アイ・シー・エ

フ 

東京都港区北青山

2-12-28 
27.35 － 27.35 0.0 

計 － 27.35 － 27.35 0.0 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ市場）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

(2）役職の異動 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 424,000 493,000 413,000 373,000 340,000 292,000 

最低（円） 308,000 376,000 336,000 316,000 261,000 197,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 監査役 －     渡部 惇 平成17年10月27日 

 監査役 －     川本 昌寛  平成17年10月26日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 代表取締役ＣＥＯ －  代表取締役社長 －   佐藤 克 平成17年９月７日

 代表取締役ＣＧＯ －  取締役 －   南里 清久 平成17年９月７日



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について東京国際監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,472,165   5,277,401   3,047,492  

２ 預け金   －   1,804,783   －  

３ 受取手形及び売掛
金   953,186   3,339,446   2,305,439  

４ 有価証券   48,513   110,951   901,494  

５ たな卸資産   318,776   1,348,893   1,207,645  

６ 未収入金   －   184,237   36,902  

７ 短期貸付金   －   503,856   603,000  

８ その他   40,628   478,010   93,492  

貸倒引当金   △17,817   △8,442   △54,229  

流動資産計   2,815,453 91.1  13,039,137 67.5  8,141,236 92.4 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１  23,290 0.8  1,616,489 8.4  123,562 1.4 

２ 無形固定資産           

(1）連結調整勘定   40,823   1,092,168   36,202  

(2）ソフトウェア   79,160   171,196   117,943  

(3）その他   660   126,669   1,499  

無形固定資産計   120,644 3.9  1,390,034 7.2  155,645 1.8 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   47,300   1,366,642   159,980  

(2）出資金   －   1,487,409   108,809  

(3）敷金及び保証金   48,080   369,732   116,850  

(4）その他   35,746   35,454   6,752  

貸倒引当金   －   △1,062   －  

投資その他の資産
合計   131,126 4.2  3,258,177 16.9  392,392 4.4 

固定資産合計   275,061 8.9  6,264,701 32.5  671,600 7.6 

資産合計   3,090,515 100.0  19,303,839 100.0  8,812,837 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金   412,647   904,288   551,459  

２ 未払金   62,582   94,888   325,607  

３ 短期借入金    －   572,258   250,000  

４ その他   38,994   444,907   249,722  

流動負債合計   514,224 16.6  2,016,343 10.5  1,376,788 15.6 

Ⅱ 固定負債           

１ 転換社債型新株予
約権付社債   1,000,000   1,500,000   －  

２ 長期借入金   47,731   621,391   77,368  

３ その他   60   161,717   379  

固定負債合計   1,047,791 33.9  2,283,108 11.8  77,747 0.9 

負債合計   1,562,015 50.5  4,299,452 22.3  1,454,536 16.5 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   3,144 0.1  1,688,967 8.7  3,130 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,236,400 40.0  5,735,875 29.7  3,448,398 39.1 

Ⅱ 資本剰余金   644,771 20.9  7,264,656 37.6  3,938,482 44.7 

Ⅲ 利益剰余金   △380,493 △12.3  323,248 1.7  △27,444 △0.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   25,359 0.8  △1,755 △0.0  － － 

Ⅴ 自己株式   △682 △0.0  △6,604 △0.0  △4,266 △0.0 

資本合計   1,525,354 49.4  13,315,419 69.0  7,355,170 83.5 

負債・少数株主持分
及び資本合計   3,090,515 100.0  19,303,839 100.0  8,812,837 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,371,153 100.0  8,782,320 100.0  5,756,460 100.0 

Ⅱ 売上原価   739,302 53.9  6,843,958 77.9  3,786,179 65.8 

売上総利益   631,850 46.1  1,938,361 22.1  1,970,280 34.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  434,852 31.7  1,404,249 16.0  1,251,566 21.7 

営業利益   196,998 14.4  534,111 6.1  718,714 12.5 

Ⅳ 営業外収益           

(1）受取利息  9,312   9,045   10,484   

(2）為替差益  －   53,656   －   

(3）その他  992 10,304 0.7 11,816 74,518 0.8 4,391 14,876 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

(1）支払利息  －   21,117   －   

(2）社債発行費  6,980   7,593   13,243   

(3）新株発行費  －   32,693   27,443   

(4）その他  － 6,980 0.5 9,081 70,485 0.8 21,249 61,935 1.1 

経常利益   200,323 14.6  538,144 6.1  671,655 11.7 

Ⅵ 特別利益           

(1）投資有価証券売却
益  47,130   －   98,380   

(2) 貸倒引当金戻入益  －   50,969   1,230   

(3) 関係会社株式売却
益  －   18,926   －   

(4) その他  － 47,130 3.4 － 69,896 0.8 43 99,654 1.7 

Ⅶ 特別損失           

(1) 前期損益修正損  －   20,834   －   

(2） 出資金評価損  －   34,768   －   

(3) 投資有価証券評 
 価損   －   22,313   －   

(4) 商品評価損   －   11,380   －   

(5) 仕掛品評価損   － － － 25,000 114,296 1.3 － － －

税金等調整前中間
（当期）純利益   247,453 18.0  493,744 5.6  771,309 13.4 

法人税、住民税及び事
業税  1,141   143,085   172,183   

法人税等還付額   － 1,141 0.0 － 143,085 1.6 △220 171,963 3.0 

少数株主損失    155 0.0  33 0.0  169 0.0 

中間（当期）純利
益   246,466 18.0  350,692 4.0  599,516 10.4 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   613,018  3,938,482  613,018

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１ 新株予約権の行使に
よる新株の発行 

 －  2,287,457  2,211,983  

２ 新株引受権の行使に
よる新株の発行  

 12,000  －  12,000  

３ 連結子会社の増加に
伴う資本剰余金増加
高 

 19,752 31,752 1,039,881 3,327,339 1,101,480 3,325,463 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１ 連結子会社の減少に
伴う資本剰余金減少
高 

 － － 1,165 1,165 － － 

Ⅳ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  644,771  7,264,656  3,938,482 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △626,961  △27,444  △626,961 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間（当期）純利益  246,466 246,466 350,692 350,692 599,516 599,516 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  △380,493  323,248  △27,444 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要 
約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１ 税金等調整前中間
（当期）純利益 

 247,453 493,744 771,309 

２ 減価償却費  10,114 89,475 37,956 

３ 連結調整勘定償却  4,621 4,621 9,243 

４ 持分法による投資損
失 

 － 3,814 2,385 

５ 投資事業組合投資損
失 

 － － 17,154 

６ 出資金評価損  － 34,768 － 

７ 為替差益   － △45,500 － 

８ 関係会社株式売却
益  

 － △18,926 － 

９ 商品低価評価損   － 25,000 － 

10 仕掛品低価評価損   － 11,380 － 

11 投資有価証券評価
損  

 － 22,313 － 

12 投資有価証券売却益  △47,130 － △98,380 

13 貸倒引当金の増減額
（△は減少） 

 15,460 △48,286 50,641 

14 受取利息及び受取配
当金 

 △9,372 △9,045 △10,544 

15 支払利息   － 21,117 1,364 

16 売上債権の増減額
（△は増加） 

 △688,704 △374,427 △1,351,877 

17 たな卸資産の増減額
（△は増加） 

 △274,604 △56,409 △1,163,158 

18 未収消費税の増減額
（△は増加） 

 5,084 21,990 △15,450 

19 その他の資産の増減
額（△は増加） 

 270,518 △238,120 △390,068 

20 仕入債務の増減額
（△は減少） 

 245,959 △73,228 10,769 

21 前受金の増減額（△
は減少） 

 △24,150 23,135 △22,596 

22 未払金の増減額（△
は減少） 

 9,541 △225,036 165,805 

23 その他の負債の増減
額（△は減少） 

 4,017 47,643 85,885 

小計  △231,189 △289,977 △1,899,559 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要 
約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

24 利息及び配当金の受
取額 

 9,372 9,045 10,544 

25 利息の支払額  － △21,117 △1,364 

26 法人税等の支払額  △2,009 △206,432 △7,557 

27 法人税等の還付額  － － 220 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △223,825 △508,481 △1,897,716 

     

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１ 有形固定資産の取得
による支出 

 △11,176 △328,649 △76,100 

２ 有形固定資産の売却
による収入 

 100 － 100 

３ 無形固定資産の取得
による支出 

 △71,332 △52,349 △102,135 

４ 連結範囲の変更を伴
う子会社株式の売却
による収入 

 － － － 

５ 投資有価証券の取得
による支出 

 － △1,233,503 △50,600 

６ 投資有価証券の売却
による収入 

 48,880 － 104,520 

７ 出資金の払込による
支出 

 △85,000 △742,360 △245,000 

８ 出資金の返還による
収入 

 50,000 － 50,000 

９ 敷金及び保証金の差
入れによる支出 

 △10,538 △1,942,431 △60,376 

10 敷金及び保証金の返
還による収入 

 － 10,572 － 

11 新規連結子会社株式
の取得による支出 

※２ △17,355 － △17,355 

12 新規連結子会社株式
の取得による収入 

※２ 25,204 247,035 1,105,319 

13 連結範囲の変更に伴
う関係会社株式の売
却等による収入  

  － 18,156 － 

14 貸付による支出    － △2,149,643 － 

15 貸付の回収による収
入 

  － 2,298,527 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △71,218 △3,874,646 708,371 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要 
約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１ 株式の発行による収
入 

 24,000 74,934 448,826 

２ 社債の発行による収
入 

 1,000,000 6,000,000 4,000,000 

３ 自己株式の取得によ
る支出  

 － △2,337 △3,583 

４ 借入による収入  － 2,135,404 － 

５ 長期借入金の返済に
よる支出 

 － △2,431,008 △98,634 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,024,000 5,776,992 4,346,608 

Ⅴ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － 45,500 － 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
増減額 

 728,955 1,439,365 3,157,263 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 791,723 3,948,986 791,723 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 1,520,679 5,388,352 3,948,986 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 4社 

連結子会社の名称 

㈱ワン・ウィング 

㈱ドリーム・ヴィジョン・

ワークス 

㈱ヴァリアス 

㈱濱商 

 ㈱ワン・ウィング、㈱ヴ

ァリアス及び㈱濱商につい

ては、株式交換により株式

を取得したことにより、㈱

ドリーム・ヴィジョン・ワ

ークスについては、新たに

設立したことにより、当中

間連結会計期間より連結の

範囲に含めることといたし

ました。 

(1）連結子会社の数 17社 

連結子会社の名称 

㈱ワン・ウィング 

㈱ドリーム・ヴィジョン・

ワークス 

㈱ヴァリアス 

㈱濱商 

㈱ディー・アンド・オービ

ット 

㈱ウェルコム 

㈱i-cfファイナンス 

㈱大阪第一企画 

i-cf International Ltd  

㈱バリタス 

㈱エイチ・エヌ・ティー 

㈱ゼルス 

㈱プライムスタイル 

㈱サイバーゲート 

㈱出晄エンタープライズ 

エムトゥエックス㈱ 

Signal Media and Communi 

cations Holdings Limited 

 ㈱バリタス、㈱エイチ・

エヌ・ティー、㈱ゼルス、

㈱プライムスタイル、㈱サ

イバーゲートについては、

株式交換により株式を取得

したことにより、また㈱出

晄エンタープライズについ

ては、第三者割当を引き受

けたことにより（エムトゥ

エックス㈱100%、Signal 

 Media and Communication 

s Holdings Limited 51.0%

は、㈱出晄エンタープライ

ズが所有しておりました) 

、当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めることと

いたしました。 

(1) 連結子会社 9社 

連結子会社の名称  

㈱ワン・ウィング 

㈱ドリーム・ヴィジョン・ワ

ークス 

㈱ヴァリアス 

㈱濱商 

㈱オーダーボックス・ドット

コム 

㈱ディー・アンド・オービッ  

ト 

㈱ウェルコム 

㈱i-cfファイナンス 

㈱大阪第一企画 

 ㈱ワン・ウィング、㈱ヴァ

リアス、㈱濱商、㈱オーダー

ボックス・ドットコム、㈱デ

ィー・アンド・オービット、

㈱ウェルコム、㈱大阪第一企

画につきましては、当連結会

計年度における株式の取得に

伴い、㈱ドリーム・ヴィジョ

ン・ワークス、㈱i-cfファイ

ナンスにつきましては、当連

結会計年度に設立したことに

伴い、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社がない

ため、持分法を適用しておりませ

ん。 

持分法を適用した関連会社の数 

１社 

 ㈱ＢＢＭＣ 

（旧 ㈱ブロードバンドミュージッ

クコミュニケーションズ） 

持分法を適用した関連会社の数 

１社 

 ㈱ブロードバンドミュージック

コミュニケーションズ 

 なお、㈱ブロードバンドミュー

ジックコミュニケーションズにつ

いては、新たに株式を取得したこ

とから、当期連結会計年度より持

分法適用の関連会社に含めており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、㈱ワン・ウ

ィング及び㈱濱商の決算日は2月28

日であり、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

 連結子会社のうち、㈱エイチ・

エヌ・ティーの決算日は 2月28

日、㈱ゼルス、㈱プライムスタイ 

ル、㈱出晄エンタープライズ及び

エムトゥエックス㈱の決算日は6月

30日、㈱サイバーゲートの決算日

は8月31日、Sinmal Media and Com 

munications Holdings Limitedの

決算日は12月31日であり、中間連

結決算日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

－ 

４ 株式交換に伴う資本連結

に関する事項 

 株式交換方式により取得した連

結子会社の資本連結手続きは、持

分プーリング法によっておりま

す。 

 持分プーリング法とは企業結合

が生じた事業年度において、その

結合が事業年度のどの時点に生じ

たかに関わらず、基本的に結合当

事会社の財務諸表を合算する方法

であります。従って、持分プーリ

ング法によれば、結合当事者の資

産、負債が結合時点の公正な評価

額に修正されることも、連結調整

勘定が計上されることもありませ

ん。 

同左 同左 

５ 会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 － 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (ロ）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

－ 

(ロ）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

 映像コンテンツ 

(ロ）たな卸資産 

商品 

同左 

映像コンテンツ 

   1年間の償却または契約期 

間での均等償却によって 

おります。  

同左  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっております。ま

た、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間の均等償却によっ

ております。 

 なお主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物   8～15年 

工具器具備品    3～15年 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 

 定額法によっております。 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

－ 

  

  

－ 

  

社債発行費 

支出時に全額費用として処理し

ております。   

新株発行費  

支出時に全額費用として処理し

ております。 

－ 

  

  

－ 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

－ － 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

  

   

消費税等の処理方法 

同左 

  

  

消費税等の処理方法 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資であります。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 

７ 固定資産の減損に係る会

計基準 

 －  当中間連結会計期間より、「固

定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日） 

）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありませ

ん。 

 － 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      29,554千円              83,121千円     60,548千円  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

貸倒引当金繰入額 15,460千円 

支払手数料 56,852千円 

広告宣伝費 165,308千円 

連結調整勘定償却 4,621千円 

貸倒引当金繰入額 2,683千円 

支払手数料 159,720千円 

広告宣伝費 137,864千円 

連結調整勘定償却 4,621千円 

給与手当 216,858千円 

貸倒引当金繰入額 51,872千円 

支払手数料 204,642千円 

広告宣伝費 180,152千円 

連結調整勘定償却 9,243千円 

   



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 1,472,165千円 

有価証券 48,513千円 

現金及び現金同等物 1,520,679千円 

現金及び預金勘定 5,277,401千円

有価証券 110,951千円

現金及び現金同等物 5,388,352千円

現金及び預金勘定 3,047,492千円

有価証券 901,494千円

現金及び現金同等物 3,948,986千円

 ※２ 株式交換により新たに連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳は

次のとおりであります。 

株式会社ワン・ウィング 

流動資産  47,258 千円 

固定資産 

連結調整勘定 

流動負債 

 100

45,445

△32,732

 千円 

 千円 

 千円 

新規連結子会社株式の取

得価額 

新規連結子会社の前連結

会計年度末の取得価額 

株式交換による株式の発

行額 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 

 

60,071

 

50,320

 

9,750

 

21,845

  

 千円 

  

 千円 

  

 千円 

  

 千円 

差引：新規連結子会社取

得による収入 

 

21,845

  

 千円 

  

株式会社濱商  

流動資産  

固定資産 

流動負債 

固定負債 

 

 

215,162

19,524

△150,584

△47,731

  

  

 千円 

 千円 

 千円 

 千円 

新規連結子会社株式の取

得価額 

株式交換による株式の発

行額 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 

36,370

1,370

17,644

千円 

千円 

千円 

差引：新規連結子会社 

取得による支出 

 

△17,355

  

千円 

 ※２ 株式交換により新たに連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

は次のとおりであります。 

株式会社バリタス 

流動資産  118,754 千円

固定資産  5,165 千円

流動負債  △114,037 千円

新規連結子会社株式の

取得価額 
9,882 千円

株式交換による株式の

発行額 
9,882 千円

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
12,123 千円

差引：新規連結子会社

取得による収入 
12,123 千円

    

株式会社エイチ・エヌ・ティー 

流動資産  717,413 千円

固定資産  772,922 千円

流動負債  △919,145 千円

固定負債 △471,156 千円

新規連結子会社株式の

取得価額 100,034 千円

株式交換による株式の

発行額 100,034 千円

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 86,905 千円

差引：新規連結子会社

取得による収入 86,905 千円

 ※２ 株式交換により新たに連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

は次のとおりであります。 

  

株式会社ワン・ウィング 

流動資産  47,258 千円

固定資産 

連結調整勘定 

流動負債 

 100

45,445

△32,732

千円

千円

千円

新規連結子会社株式の取

得価額 

新規連結子会社の前連結

会計年度末の取得価額 

株式交換による株式の発

行額 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 

 

60,071

 

50,320

 

9,750

 

21,845

  

千円

  

千円

  

千円

  

千円

差引：新規連結子会社取

得による収入 

 

21,845

  

千円

  

株式会社濱商  

流動資産  

固定資産 

流動負債 

固定負債 

 

 

215,162

19,524

△150,584

△47,731

  

  

千円

千円

千円

千円

新規連結子会社 

株式の取得価額 

株式交換による 

株式の発行額 

新規連結子会社の 

現金及び現金同等物 

 

36,370

 

1,370

 

17,644

  

千円

  

千円

  

千円

差引：新規連結子会社 

取得による支出 

  

△17,355

  

千円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

株式会社ヴァリアス 

流動資産  11,742千円 

固定資産  2,000千円 

流動負債  △5,050千円 

固定負債 △60千円 

新規連結子会社株式の取

得価額 
8,632千円 

株式交換による株式の発

行額 
8,632千円 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 
59千円 

差引：新規連結子会社取

得による収入 
59千円 

    

株式会社ゼルス 

流動資産  214,124千円 

固定資産  40,931千円 

流動負債  △100,149千円 

固定負債 △90,288千円 

新規連結子会社株式の

取得価額 
64,618千円 

株式交換による株式の

発行額 
64,618千円 

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
44,583千円 

差引：新規連結子会社

取得による収入 
44,583千円 

    

株式会社プライムスタイル 

流動資産  134,723千円 

固定資産  1,042千円 

流動負債  △112,822千円 

新規連結子会社株式の

取得価額 
22,943千円 

株式交換による株式の

発行額 
22,943千円 

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
22,517千円 

差引：新規連結子会社

取得による収入 
22,517千円 

  

株式会社サイバーゲート 

流動資産  38,113千円 

固定資産  6,390千円 

流動負債  △4,992千円 

新規連結子会社株式の

取得価額 
39,511千円 

株式交換による株式の

発行額 
39,511千円 

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
22,113千円 

差引：新規連結子会社

取得による収入 
22,113千円 

株式会社ヴァリアス 

流動資産  11,742千円 

固定資産  2,000千円 

流動負債  △5,050千円 

固定負債 △60千円 

新規連結子会社株式の取

得価額 
8,632千円 

株式交換による株式の発

行額 
8,632千円 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 
59 千円 

差引：新規連結子会社取

得による収入 
59千円 

    

株式会社オーダーボックス・ドットコム 

流動資産  14,892千円 

固定資産  1,698千円 

流動負債  △7,660千円 

新規連結子会社株式の取

得価額 
8,931千円 

株式交換による株式の発

行額 
8,931千円 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 
8,382千円 

差引：新規連結子会社取

得による収入 
8,382千円 

  

株式会社ディー・アンド・オービット 

流動資産  82,142千円 

固定資産  75,892千円 

流動負債  △86,924千円 

固定負債  △65,236千円 

新規連結子会社株式の取

得価額 
5,874千円 

株式交換による株式の発

行額 
5,874千円 

新規連結子会社の現金及

び現金同等物 
43,179千円 

差引：新規連結子会社取

得による収入 
43,179千円 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 株式会社出晄エンタープライズ 

流動資産  2,268,084千円 

固定資産 1,431,936千円 

連結調整勘定 1,060,588千円 

流動負債  △141,846千円 

固定負債 △30,000千円 

少数株主持分  △1,685,870千円 

新規連結子会社株式の

取得価額 
2,902,891千円 

株式交換による株式の

発行額 
802,891千円 

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
2,158,791千円 

差引：新規連結子会社

取得による収入 
58,791千円 

    

株式会社ウェルコム 

流動資産  1,150,922千円 

固定資産  43,499千円 

流動負債  △210,233千円 

新規連結子会社株式の

取得価額 
984,187千円 

株式交換による株式の

発行額 
984,187千円 

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
895,931千円 

差引：新規連結子会社

取得による収入 
895,931千円 

    

株式会社大阪第一企画 

流動資産  571,893千円 

固定資産  1,578千円 

流動負債  △428,547千円 

固定負債 △63,035千円 

新規連結子会社株式の

取得価額 
81,890千円 

株式交換による株式の

発行額 
81,890千円 

新規連結子会社の現金

及び現金同等物 
132,620千円 

差引：新規連結子会社

取得による収入 
132,620千円 

  

  



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 －  － 

  

 工具器具備品

取得価額相当額      2,985千円

減価償却累計額相当額      2,587千円

中間期末残高相当額    398千円

  

② 未経過リース料中間期末残高相当額   

１年以内 381千円 

１年超 －千円 

合計 381千円 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

    

支払リース料 331千円 

減価償却費相当額 298千円 

支払利息相当額 6千円 

  

④ 減価償却費相当額及び支払利息相当額の

算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

  

  

  

  

  

・支払利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法は利息法によっております。 

  

  

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 1,250 45,300 44,050 

合計 1,250 45,300 44,050 

 内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

マネー・マネジメント・ファンド等 48,513 

計 48,513 

 区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 49,839 48,498 △1,341 

合計 49,839 48,498 △1,341 

 内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

１．非上場株式 70,093 

２．その他 1,260,051 

計 1,330,144 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ 売買目的有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当連結グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当連結グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度に損益に含まれた評価差額（千円） 

800  －  

内容  連結貸借対照表計上額（千円） 摘要 

 １.その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 
46,400 － 

 ２.ＭＲＦ等 900,694 － 

 ３.その他 109,766 － 

  合    計 1,056,860 － 

区分  売却額（千円） 売却益（千円）  

株式 5,050 1,065 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日  至 平成16年9月30日）              （単位：千円） 

 （注）１ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1）ウェブコンサルティング事業……ウェブ上でのコンサルティング、ウェブ広告作成、システムコンサルテ

ィング 

(2）ｅマーケットプレイス事業………ウェブを使用した中古建機市場、木材市場、金融市場、自動車市場 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（339,550千円）の主なものは、総務部門

等管理部門にかかる費用であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日  至 平成17年9月30日）                      (単位：千円) 

(注）1 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

     2  各区分の主な製品 

      (1) 広告ＳＰ事業・・・・・・広告代理及びセールスプロモーション業務 

      (2) コールセンター事業・・・コールセンターの運営業務 

      (3) 駐車場事業・・・・・・・コイン駐車場の運営管理業務 

      (4) ファイナンス事業・・・・金融サービスの提供及び投資業務 

3  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(215,307千円)の主なものは、総務部門等

管理部門にかかる費用であります。 

 
ウェブコンサルティ

ング事業 

ｅマーケットプレ

イス事業 
計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1）外部顧客に対す

る売上高 
988,025 383,127 1,371,153 － 1,371,153 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 119,301 119,301 (119,301) － 

計 988,025 502,428 1,490,454 (119,301) 1,371,153 

営業費用 472,049 362,554 834,603 339,550 1,174,154 

営業利益 515,975 139,874 655,850 (458,852) 196,998 

 広告ＳＰ事業 
コールセン

ター事業 
駐車場事業  

ファイナン

ス事業  
計 消去又は全社 連結 

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
4,594,232 2,712,952 1,200,765 274,370 8,782,320 － 8,782,320 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

140,782 1,807 － － 142,590 142,590 － 

計 4,735,015 2,714,759 1,200,765 274,370 8,924,910 (142,590) 8,782,320 

営業費用 4,468,559 2,454,254 1,076,257 33,830 8,032,901 215,307 8,248,208 

営業利益 266,455 260,505 124,508 240,540 892,009 357,897 534,111 



     4 事業区分の変更 

    従来、事業区分は「ウェブコンサルティング」、「ｅマーケットプレイス」の２区分によっておりましたが、当

中間連結会計期間より、「広告ＳＰ」、「コールセンター」、「駐車場」、「ファイナンス」の４区分に変更い

たしました。 

       これは、当社グループの事業展開に基づく事業区分の見直しであり、事業領域の拡大に伴って事業区分を見直す

ことによってセグメント情報の有用性を高めることを目的としております。 

 なお、参考として、前中間連結会計期間及び前連結会計年度を変更後の事業区分に基づき作成すると次のとおりであり

ます。 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日  至 平成16年9月30日）                （単位：千円） 

前連結会計年度（自 平成16年4月１日  至 平成17年3月31日）                (単位：千円) 

  

 広告SP事業 
コールセン

ター事業 
駐車場事業  

ファイナン

ス事業  
計 消去又は全社 連結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 1,371,153 － － － 1,371,153 － 1,371,153 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
119,301 － － － 119,301 (119,301) － 

計 1,490,454 － － － 1,490,454 (119,301) 1,371,153 

営業費用 834,603 － － － 834,603 339,550 1,174,154 

営業利益 655,850 － － － 655,850 (458,852) 196,998 

 広告SP事業 
コールセン

ター事業 
駐車場事業  

ファイナン

ス事業  
計 消去又は全社 連結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
4,135,961 1,619,017 － 1,481 5,756,460 － 5,756,460 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
195,825 － － － 195,825 (195,825) － 

計 4,331,787 1,619,017 － 1,481 5,952,286 (195,825) 5,756,460 

営業費用 3,171,184 1,423,513 － 1,165 4,595,863 441,883 5,037,746 

営業利益 1,160,602 195,504 － 315 1,356,422 (637,708) 718,714 



 前連結会計年度（自 平成16年4月1日  至 平成17年3月31日）               （単位：千円） 

 （注）１ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

 ２ 各区分の主な製品 

 (1）ウェブコンサルティング事業……ウェブ上でのコンサルティング、ウェブ広告作成、システムコンサルテ

ィング 

 (2）ｅマーケットプレイス事業………ウェブを使用した中古建機市場、木材市場、金融市場、自動車市場 

 ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（441,883千円）の主なものは、総務部門等

管理部門にかかる費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当連結グループは全て日本国内に本店所在地を置いており重要な在外支店がないため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループは全て日本国内に本店所在地を置いており重要な在外支店がないため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 
ウェブコンサルテ

ィング事業 

ｅマーケットプレ

イス事業 
計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1）外部顧客に対する

売上高 
4,523,529 1,232,931 5,756,460 － 5,756,460 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

24,407 171,417 195,825 (195,825) － 

計 4,547,936 1,404,349 5,952,286 (195,825) 5,756,460 

営業費用 3,531,513 1,064,350 4,595,863 441,883 5,037,746 

営業利益 1,016,423 339,999 1,356,422 (637,708) 718,714 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）「１株あたり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」の算定上の

基礎は以下のとおりです。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額       48,021円49銭         107,788円41銭           79,557円56銭 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      8,383円51銭        3,399円47銭            8,901円11銭 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

      7,721円15銭            3,355円24銭          6,381円09銭 

  当社は、平成16年７月

20日付で株式１株につき

２株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定

した場合の１株当たり情

報については、それぞれ

以下のとおりとなりま

す。 

前中間連結会計

期間 
前連結会計年度

１株当たり純

資産額 

１株当たり純

資産額 

47,679.88円 43,212.42円 

１株当たり中

間純損失額 

１株当たり当

期純利益額 

12,858.21円 3,405.26円 

 潜在株式調

整後１株当た

り中間純利益

金額は、１株

当たり中間純

損失のため記

載しておりま

せん。 

 潜在株式調

整後１株当た

り当期純利益

金額は、希薄

化効果を有す

る潜在株式が

存在しないた

め記載してお

りません。 

  

  

 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益金額（千円） 246,466 350,692 599,516 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
246,466 350,692 599,516 

期中平均株式数（株） 29,399 103,161 67,353 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定

に含まれなかった潜在株式の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成16年９月３日開催の当

社取締役会及び平成16年９月16日開催

の株式会社オーダーボックス・ドット

コム臨時株主総会において承認決議さ

れた株式交換契約書に基づき、株式会

社オーダーボックス・ドットコムとの

間で平成16年10月19日を株式交換の日

とする株式交換を実施し、同日をもっ

て同社を当社の完全子会社といたしま

した。 

 当社は、この株式交換に際し、450

株の新株を発行し、株式会社オーダー

ボックス・ドットコムの株主に対して

その所有する株式１株につき0.45株の

割合をもって当社の株式を割当交付い

たしました。 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成16年９月28日開催の当

社取締役会及び平成16年10月16日開催

の株式会社ディー・アンド・オービッ

ト臨時株主総会において承認決議され

た株式交換契約書に基づき、株式会社

ディー・アンド・オービットとの間で

平成16年11月10日を株式交換の日とす

る株式交換を実施し、同日をもって同

社を当社の完全子会社といたしまし

た。 

 当社は、この株式交換に際し、

1,200株の新株を発行し、株式会社デ

ィー・アンド・オービットの株主に対

してその所有する株式１株につき６株

の割合をもって当社の株式を割当交付

いたしました。 

（第１回無担保転換社債型新株予約権

付社債の新株予約権の権利行使の件） 

 平成16年10月６日、７日、15日、21

日、29日及び11月１日、２日、４日、

５日に第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債の新株予約権の権利行使に

より、次のとおり新株を発行しており

ます。 

１．発行した株式の種類と数 

普通株式   3,859.46株 

（第3回無担保転換社債型新株予約権

付社債の新株予約権の権利行使の件）

平成17年10月17日、18日、21日に第３

回無担保転換社債型新株予約権付社債

の新株予約権の権利行使により、次の

とおり新株を発行しております。  

１．発行した株式の種類と数  

 普通株式       7,320.66株 

２．新株予約権の権利行使に伴う資本

等の増加額  

 資本金      750,002,107円  

 資本準備金     749,997,893円  

  

 (株式交換による株式発行の件) 

 当社は、平成17年8月25日開催の当

社取締役会及び平成17年9月5日開催の

株式会社出晄エンタープライズ株主総

会において承認決議された株式交換契

約書に基づき、株式会社出晄エンター

プライズとの間で平成17年10月11日を

株式交換の日とする株式交換を実施い

たしました。 

 当社は、この株式交換に際し、

4,616株の新株を発行し、株式会社出

晄エンタープライズの株主に対してそ

の所有する株式1株につき23.08株の割

合をもって当社の株式を割当交付いた

しました。 

  

  (株式交換による株式発行の件) 

  当社は、平成17年11月25日開催の当

社取締役会及び平成17年11月28日開催

の株式会社ゾディアック株主総会にお

いて承認決議された株式交換契約書に

基づき、株式会社ゾディアックとの間

で平成17年12月20日を株式交換の日と

する株式交換を実施いたします。 

 当社は、この株式交換に際し、

1,200株の新株を発行し、株式会社ゾ

ディアックの株主に対してその所有す

る株式1株につき6株の割合をもって当

社の株式を割当交付いたします。 

 (株式交換による株式発行の件) 

 当社は、平成17年2月18日開催の当

社取締役会及び平成17年2月28日開催

の株式会社バリタス株主総会において

承認決議された株式交換契約書に基づ

き、株式会社バリタスとの間で平成17

年4月4日を株式交換の日とする株式交

換を実施し、同日をもって同社を当社

の完全子会社といたしました。 

 当社は、この株式交換に際し、

2,363株の新株を発行し、株式会社バ

リタスの株主に対してその所有する株

式1株につき1.1815株の割合をもって

当社の株式を割当交付いたしました。

 (株式交換による株式発行の件) 

 当社は、平成17年4月8日開催の当社

取締役会及び平成17年4月18日開催の

株式会社エイチ・エヌ・ティ株主総会

において承認決議された株式交換契約

書に基づき、株式会社エイチ・エヌ・

ティとの間で平成17年5月30日を株式

交換の日とする株式交換を実施いたし

ます。 

 当社は、この株式交換に際し、

4,400.01株の新株を発行し、株式会社

エイチ・エヌ・ティの株主に対してそ

の所有する株式1株につき2.2798株の

割合をもって当社の株式を割当交付い

たします。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．新株予約権の権利行使に伴う資本

等の増加額 

資本金    499,991,934円 

資本準備金  500,008,066円 

３．配当起算日 

平成16年10月１日 

（株式分割の件） 

 当社は、平成16年９月27日開催の当

社取締役会の決議において、株式分割

による新株式の発行を決議いたしまし

た。 

１. 株式分割の目的 

 株式流動性の向上のため、流動株

式数の増加及び投資単位の引き下げ

を目的としております。 

２. 株式分割の割合 

 平成16年12月15日付をもって、平

成16年10月25日最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載又は記録された

株主の所有株式数を１株につき２株

の割合をもって分割いたします。 

３. 株式分割の時期 

基 準 日    平成16年10月25日 

効力発生日   平成16年12月15日 

新株券交付日  平成16年12月15日 

４. １株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前期における１株

当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当

たり情報は、それぞれ以下のとおり

となります。 

※  なお、前中間連結会計期間及び前

連結会計年度の潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益額につい

ては、１株当たり中間（当 

前中間連結会

計期間 

当中間連結会

計期間 

前連結会計年

度 

１株当たり純

資産額 

１株当たり純

資産額  

１株当たり純

資産額  

23,839.94円 24,010.74円 21,606.21円 

１株当たり中

間純損失 

１株当たり中

間純利益 

１株当たり当

期純利益 

6,429.10円 4,191.76円 1,702.63円 

潜在株式調整

後の１株当た

り中間純利益 

潜在株式調整

後の１株当た

り中間純利益 

潜在株式調整

後の１株当た

り当期純利益 

－ 3,860.57円 － 

 (株式交換による株式発行の件)  

 当社は、平成17年11月25日開催の

当社取締役会及び平成17年11月28日

開催の日欧貿易株式会社株主総会に

おいて承認決議された株式交換契約

書に基づき、日欧貿易株式会社との

間で平成17年12月20日を株式交換の

日とする株式交換を実施いたしま

す。 

 当社は、この株式交換に際し、

5,120株の新株を発行し、日欧貿易

株式会社の株主に対してその所有す

る株式1株につき0.128株の割合をも

って当社の株式を割当交付いたしま

す。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 期）純損失であるため、又は希薄

化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

５. 配当起算日 

平成16年10月１日 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成16年11月16日開催の当

社取締役会及び平成16年11月25日開

催の株式会社ウェルコム定時株主総

会において承認決議された株式交換

契約書に基づき、株式会社ウェルコ

ムとの間で平成16年12月28日を株式

交換の日とする株式交換を実施し、

同日をもって同社を当社の完全子会

社といたします。 

 当社は、この株式交換に際し、

3,513株の新株を発行し、株式会社ウ

ェルコムの株主に対してその所有す

る株式１株につき0.010487株の割合

をもって当社の株式を割当交付いた

します。 

（子会社設立の件） 

 当社は、平成16年11月19日開催の当

社取締役会において、株式会社i-cf

ファイナンスを子会社として設立す

ることを決議いたしました。 

 これにより、効率的な事業の買収

を実施していく上で、デューデリジ

ェンス業務や案件のリストアップ、

選別など専門的かつ効率的に業務を

遂行することが可能になり、より一

層、スピーディーな事業展開ができ

ると考えております。また、将来に

おいては投資事業、企業再生、他社

Ｍ＆Ａ案件の取扱など、金融関連サ

ービスの提供により、事業収益を得

られるようノウハウの構築を進めて

まいります。 

１. 設立する子会社の概要 

(1) 商号  

株式会社i-cfファイナンス 

(2) 代表者 

代表取締役 小野 高志 

(3) 所在地 

  

  

  

  

 

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

東京都港区北青山2-12-28青山ビ

ル4階B 

(4) 主な事業内容 

投資事業、金融関連サービス 

(5) 決算期 

３月31日 

(6) 資本の額 

3,000万円 

(7) 発行済株式総数 

600株 

(8) 株主構成及び資本構成 

株式会社アイ・シー・エフ 

600株(100%) 

２. 営業開始の時期 

(1) 会社設立日 

平成16年12月下旬 

(2) 営業開始日 

平成16年12月下旬 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,416,394   925,970   1,806,686  

２ 預け金   －   1,804,783   －  

３ 売掛金   740,169   1,202,586   761,939  

４ 有価証券   48,513   －   900,694  

５ たな卸資産   286,486   1,191,352   1,049,488  

６ 短期貸付金   －   202,372   600,000  

７ 関係会社短期貸付
金   115,000   4,266,790   979,000  

８ その他 ※２  39,632   287,716   94,804  

貸倒引当金   △17,817   －   △50,929  

流動資産合計   2,628,379 90.4  9,881,572 68.7  6,141,685 79.9 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１  20,853 0.7  26,929 0.2  22,877 0.3 

２ 無形固定資産   79,670 2.8  90,007 0.6  99,326 1.3 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   45,300   582,850   124,166  

(2）関係会社株式   76,502   3,526,007   1,196,782  

(3）出資金   35,000   229,310   68,079  

(4）敷金及び保証金   21,485   49,174   29,765  

(5）その他   －   3,779   3,779  

投資その他の資産
合計   178,288 6.1  4,391,122 30.5  1,422,572 18.5 

固定資産合計   278,811 9.6  4,508,059 31.3  1,544,776 20.1 

資産合計   2,907,191 100.0  14,389,632 100.0  7,686,461 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   304,492   203,538   210,411  

２ 短期借入金    －   500,000   250,000  

３ その他   73,050   47,968   51,113  

流動負債合計   377,542 13.0  751,506 5.2  511,525 6.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 転換社債型新株予
約権付社債   1,000,000   1,500,000   －  

固定負債合計   1,000,000 34.4  1,500,000 10.4  － － 

負債合計   1,377,542 47.4  2,251,506 15.6  511,525 6.7 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,236,400 42.5  5,735,875 39.9  3,448,398 44.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  644,771   6,465,282   3,940,834   

資本剰余金合計   644,771 22.2  6,465,282 44.9  3,940,834 51.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  50   50   50   

２ 中間（当期）未処
理損失  376,250   55,136   210,081   

利益剰余金合計   △376,200 △12.9  △55,086 △0.4  △210,031 △2.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   25,359 0.8  △1,341 △0.0  － － 

Ⅴ 自己株式   △682 △0.0  △6,604 △0.0  △4,266 △0.1 

資本合計   1,529,648 52.6  12,138,125 84.4  7,174,935 93.3 

負債資本合計   2,907,191 100.0  14,389,632 100.0  7,686,461 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   1,197,301 100.0  1,658,375 100.0  2,773,802 100.0 

Ⅱ 売上原価   605,862 50.6  1,141,143 68.8  1,680,337 60.6 

売上総利益   591,439 49.4  517,232 31.2  1,093,465 39.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   391,280 32.7  421,408 25.4  738,752 26.6 

営業利益   200,158 16.7  95,823 5.8  354,712 12.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  11,197 0.9  110,932 6.7  23,542 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  6,980 0.6  52,117 3.1  58,225 2.1 

経常利益   204,376 17.0  154,638 9.4  320,029 11.5 

Ⅵ 特別利益 ※３  47,130 4.0  63,164 3.8  98,380 3.6 

Ⅶ 特別損失    － －  60,753 3.6  － － 

税引前中間（当
期）純利益   251,506 21.0  157,049 9.6  418,409 15.1 

法人税、住民税及
び事業税   475 0.0  2,105 0.1  1,209 0.1 

中間（当期）純利
益   251,031 21.0  154,944 9.5  417,200 15.0 

前期繰越損失   627,281   210,081   627,281  

未処理損失   376,250   55,136   210,081  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

－ 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

－ 

  － 

  

 映像コンテンツ 

  １年間の償却または契約期

間での均等償却によっており

ます。 

映像コンテンツ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。

また、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産

については、３年間の均等償

却によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物       ８～15年 

工具器具備品   ３～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 － － (3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

 ３ 繰延資産の処理方法  －   (1)社債発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

－ 

  

   －   (2)新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。  

－ 

  

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 貸倒引当金 

同左 

  

貸倒引当金 

同左 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。  

－ － 

 ６ その他中間財務諸表（財務 (1）消費税等の処理方法  (1）消費税等の処理方法 (1）消費税等の処理方法  

 諸表）作成のための重要な  税抜方式によっております。  同左 同左 

 事項       

７ 固定資産の減損に係る会

計基準 

  

 －  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える

影響はありません。  

 －  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      23,483千円            32,387 千円           28,140千円 

※２ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて記載し

ております。 

※２ 消費税等の取り扱い 

同左 

－ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 10,205千円 受取利息 57,262千円 受取利息 20,573千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

社債発行費 6,980千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

社債発行費 7,593千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

新株発行費 27,443千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 47,130千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

関係会社株式売却益 12,234千円 

貸倒引当金戻入益 50,929千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 98,380千円 

     

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,925千円 

無形固定資産 6,189千円 

有形固定資産 3,931千円 

無形固定資産 10,235千円 

有形固定資産 8,582千円 

無形固定資産 17,343千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはございません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

－  － 

 工具器具備品

取得価額相当額      2,985千円

減価償却累計額相当額      2,587千円

中間期末残高相当額    398千円

  

② 未経過リース料中間期末残高相当額   

１年以内 381千円 

１年超 －千円 

合計 381千円 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  

支払リース料 331千円 

減価償却費相当額 298千円 

支払利息相当額 6千円 

    
   
   

④ 減価償却費相当額及び支払利息相当額の

算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

  

・支払利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法は利息法によっております。 

  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成16年９月３日開催の当

社取締役会及び平成16年９月16日開催

の株式会社オーダーボックス・ドット

コム臨時株主総会において承認決議さ

れた株式交換契約書に基づき、株式会

社オーダーボックス・ドットコムとの

間で平成16年10月19日を株式交換の日

とする株式交換を実施し、同日をもっ

て同社を当社の完全子会社といたしま

した。 

 当社は、この株式交換に際し、450

株の新株を発行し、株式会社オーダー

ボックス・ドットコムの株主に対して

その所有する株式１株につき0.45株の

割合をもって当社の株式を割当交付い

たしました。 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成16年９月28日開催の当

社取締役会及び平成16年10月16日開催

の株式会社ディー・アンド・オービッ

ト臨時株主総会において承認決議され

た株式交換契約書に基づき、株式会社

ディー・アンド・オービットとの間で

平成16年11月10日を株式交換の日とす

る株式交換を実施し、同日をもって同

社を当社の完全子会社といたしまし

た。 

 当社は、この株式交換に際し、

1,200株の新株を発行し、株式会社デ

ィー・アンド・オービットの株主に対

してその所有する株式１株につき６株

の割合をもって当社の株式を割当交付

いたしました。 

（第１回無担保転換社債型新株予約権

付社債の新株予約権の権利行使の件） 

 平成16年10月６日、７日、15日、21

日、29日及び11月１日、２日、４日、

５日に第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債の新株予約権の権利行使に

より、次のとおり新株を発行しており

ます。 

１．発行した株式の種類と数 

普通株式   3,859.46株 

（第3回無担保転換社債型新株予約権

付社債の新株予約権の権利行使の件）

 平成17年10月17日、18日、21日に第

３回無担保転換社債型新株予約権付社

債の新株予約権の権利行使により、次

のとおり新株を発行しております。 

１．発行した株式の種類と数 

普通株式       7,320.66株 

２．新株予約権の権利行使に伴う資本

等の増加額  

  資本金     750,002,107円 

  資本準備金   749,997,893円 

  

 （株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成17年8月25日開催の当

社取締役会及び平成17年9月5日開催の

株式会社出晄エンタープライズ株主総

会において承認決議された株式交換契

約書に基づき、株式会社出晄エンター

プライズとの間で平成17年10月11日を

株式交換の日とする株式交換を実施い

たしました。 

 当社は、この株式交換に際し4,616

株の新株を発行し、株式会社出晄エン

タープライズの株主に対してその所有

する株式1株につき23.08株の割合をも

って当社の株式を割当交付いたしまし

た。 

  

 (株式交換による株式発行の件) 

  当社は、平成17年11月25日開催の当

社取締役会及び平成17年11月28日開催

の株式会社ゾディアック株主総会にお

いて承認決議された株式交換契約書に

基づき、株式会社ゾディアックとの間

で平成17年12月20日を株式交換の日と

する株式交換を実施いたします。 

 当社は、この株式交換に際に際し、

1,200株の新株を発行し、株式会社ゾ

ディアックの株主に対してその所有す

る株式1株につき6株の割合をもって当

社の株式を割当交付いたします。 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成17年2月18日開催の当

社取締役会及び平成17年2月28日開催

の株式会社バリタス株主総会において

承認決議された株式交換契約書に基づ

き、株式会社バリタスとの間で平成17

年4月4日を株式交換の日とする株式交

換を実施し、同日をもって同社を当社

の完全子会社といたしました。 

当社は、この株式交換に際し、2,363

株の新株を発行し、株式会社バリタス

の株主に対してその所有する株式1株

につき1.1815株の割合をもって当社の

株式を割当交付いたしました。 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成17年4月8日開催の当社

取締役会及び平成17年4月18日開催の

株式会社エイチ・エヌ・ティ株主総会

において承認決議された株式交換契約

書に基づき、株式会社エイチ・エヌ・

ティとの間で平成17年5月30日を株式

交換の日とする株式交換を実施いたし

ます。 

 当社は、この株式交換に際し、

4,400.01株の新株を発行し、株式会社

エイチ・エヌ・ティの株主に対してそ

の所有する株式1株につき2.2798株の

割合をもって当社の株式を割当交付い

たします。 

  

 （株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成17年6月9日開催の当社

取締役会及び平成17年6月20日開催の

株式会社ゼルス株主総会において承認

決議された株式交換契約書に基づき、

株式会社ゼルスとの間で平成17年7月

26日を株式交換の日とする株式交換を

実施いたします。 

当社は、この株式交換に際し、2,964

株の新株を発行し、株式会社ゼルスの

株主に対してその所有する株式1株に

つき14.82株の割合をもって当社の株

式を割当交付いたします。 

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．新株予約権の権利行使に伴う資本

等の増加額 

資本金    499,991,934円 

資本準備金  500,008,066円 

３．配当起算日 

平成16年10月１日 

（株式分割の件） 

 当社は、平成16年９月27日開催の当

社取締役会の決議において、株式分割

による新株式の発行を決議いたしまし

た。 

１. 株式分割の目的 

 株式流動性の向上のため、流動株

式数の増加及び投資単位の引き下げ

を目的としております。 

２. 株式分割の割合 

 平成16年12月15日付をもって、平

成16年10月25日最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載又は記録された

株主の所有株式数を１株につき２株

の割合をもって分割いたします。 

３. 株式分割の時期 

基 準 日    平成16年10月25日 

効力発生日   平成16年12月15日 

新株券交付日  平成16年12月15日 

（株式交換による株式発行の件） 

 当社は、平成16年11月16日開催の当

社取締役会及び平成16年11月25日開催

の株式会社ウェルコム定時株主総会に

おいて承認決議された株式交換契約書

に基づき、株式会社ウェルコムとの間

で平成16年12月28日を株式交換の日と

する株式交換を実施し、同日をもって

同社を当社の完全子会社といたしま

す。 

 当社は、この株式交換に際し、

3,513株の新株を発行し、株式会社ウ

ェルコムの株主に対してその所有する

株式１株につき0.010487株の割合をも

って当社の株式を割当交付いたしま

す。 

（子会社設立の件） 

 当社は、平成16年11月19日開催の当

社取締役会において、株式会社i-cf 

（株式交換による株式発行の件）  

当社は、平成17年11月25日開催の当社

取締役会及び平成17年11月28日開催の

日欧貿易株式会社株主総会において承

認決議された株式交換契約書に基づ

き、日欧貿易株式会社との間で平成17

年12月20日を株式交換の日とする株式

交換を実施いたします。 

 当社は、この株式交換に際し5,120

株の新株を発行し、日欧貿易株式会社

の株主に対してその所有する株式1株

につき0.128株の割合をもって当社の

株式を割当交付いたします  

  

  

  

  

  

  

（株式交換による株式発行の件）  

 当社は、平成17年6月13日開催の当社

取締役会及び平成17年6月22日開催の

株式会社プライムスタイル株主総会に

おいて承認決議された株式交換契約書

に基づき、株式会社プライムスタイル

との間で平成17年7月29日を株式交換

の日とする株式交換を実施いたしま

す。 

当社は、この株式交換に際し、988株

の新株を発行し、株式会社プライムス

タイルの株主に対してその所有する株

式1株につき4.94株の割合をもって当

社の株式を割当交付いたします。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ファイナンスを子会社として設立する

ことを決議いたしました。 

 これにより、効率的な事業の買収を

実施していく上で、デューデリジェン

ス業務や案件のリストアップ、選別な

ど専門的かつ効率的に業務を遂行する

ことが可能になり、より一層、スピー

ディーな事業展開ができると考えてお

ります。また、将来においては投資事

業、企業再生、他社Ｍ＆Ａ案件の取扱

など、金融関連サービスの提供によ

り、事業収益を得られるようノウハウ

の構築を進めてまいります。 

１. 設立する子会社の概要 

(1) 商号  

株式会社i-cfファイナンス 

(2) 代表者 

代表取締役 小野 高志 

(3) 所在地 

東京都港区北青山2-12-28青山ビ

ル4階B 

(4) 主な事業内容 

投資事業、金融関連サービス 

(5) 決算期 

３月31日 

(6) 資本の額 

3,000万円 

(7) 発行済株式総数 

600株 

(8) 株主構成及び資本構成 

株式会社アイ・シー・エフ 

600株(100%) 

２. 営業開始の時期 

(1) 会社設立日 

平成16年12月下旬 

(2) 営業開始日 

平成16年12月下旬 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

  

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）臨時報告書 

平成17年４月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換に伴う株式の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（２）臨時報告書 

平成17年４月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（３）上記（１）に係る訂正報告書 

平成17年４月22日関東財務局長に提出 

（４）臨時報告書 

平成17年６月１日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換に伴う株式の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（５）臨時報告書 

平成17年６月９日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（６）臨時報告書 

平成17年６月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（７）上記（５）に係る訂正報告書 

平成17年６月21日関東財務局長に提出 

（８）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第８期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出。 

（９）上記（６）に係る訂正報告書 

平成17年６月29日関東財務局長に提出 

（10）有価証券届出書（転換社債型新株予約権付社債の発行）及びその添付書類 

平成17年７月４日関東財務局長に提出 

（11）有価証券届出書（新株予約権の発行）及びその添付書類 

平成17年７月15日関東財務局長に提出 

（12）上記（11）に係る訂正報告書 

平成17年７月25日関東財務局長に提出 

（13）臨時報告書 

平成17年８月５日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（14）臨時報告書 

平成17年８月５日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換に伴う株式の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（15）臨時報告書 

平成17年８月５日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換に伴う株式の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（16）上記（13）に係る訂正報告書 

平成17年８月８日関東財務局長に提出 



（17）臨時報告書 

平成17年８月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（18）臨時報告書 

平成17年９月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換に伴う株式の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（19）臨時報告書 

平成17年10月12日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換に伴う株式の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（20）臨時報告書 

平成17年11月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 

（21）臨時報告書 

平成17年11月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換契約の締結）に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成16年12月20日 

株式会社 アイ・シー・エフ    

 取締役会 御中  

 東京国際監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 筧 悦生   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村田 宏彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・シー・エフの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アイ・シー・エフ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使により

新株を発行し資本金および資本準備金が増加しているほか、平成16年12月15日付けをもって株式分割を実施している。

また株式会社オーダーボックス・ドットコム、株式会社ディー・アンド・オービットとの株式交換により両社を完全子

会社化し、さらに株式会社ウェルコムとの株式交換により同社を完全子会社化する取締役会決議を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月16日 

株式会社 アイ・シー・エフ    

 取締役会 御中  

 東京国際監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 筧 悦生   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村田 宏彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・シー・エフの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アイ・シー・エフ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社出晄エンタープライズとの株式交換により同社を完全子会

社化し、さらに日欧貿易株式会社、株式会社ゾディアックとの株式交換により両社を完全子会社化する取締役会決議を

行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成16年12月20日 

株式会社 アイ・シー・エフ    

 取締役会 御中  

 東京国際監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 筧 悦生   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村田 宏彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・シー・エフの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイ・シー・エフの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使により

新株を発行し資本金および資本準備金が増加しているほか、平成16年12月15日付けをもって株式分割を実施している。

また株式会社オーダーボックス・ドットコム、株式会社ディー・アンド・オービットとの株式交換により両社を完全子

会社化し、さらに株式会社ウェルコムとの株式交換により同社を完全子会社化する取締役会決議を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月16日 

株式会社 アイ・シー・エフ    

 取締役会 御中  

 東京国際監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 筧 悦生   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 村田 宏彰  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・シー・エフの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイ・シー・エフの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社出晄エンタープライズとの株式交換により同社を完全子会

社化し、さらに日欧貿易株式会社、株式会社ゾディアックとの株式交換により両社を完全子会社化する取締役会決議を

行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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